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平成１３年２月期　第１四半期連結決算概要
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氏        名   青   木   雅   夫

１． 第１四半期の連結業績（平成 12年 3月 1日～平成 12年 5月 31日）

平 成 1 2 年 2 月 期 平 成 1 3 年 2 月 期 対前年 平 成 1 2 年 2 月 期

第 1四半期（前年同期） 第 1 四半期（当期） 増減率 前 期 （ 通 期 ）
百万円 百万円 ％ 百万円

営 業 収 益 － 34,239 － 106,959

営 業 利 益 － 4,977 － 13,437

経 常 利 益 － 4,903 － 13,360

当期純利益 － 2,743 － 5,879

総 資 産 － 52,771 － 51,840

株 主 資 本 － 36,796 － 34,648
（注）

①　 平成 12年 2月期以外の業績数値につきましては、監査法人による会計監査を受けており
 ません。

②　 四半期決算の開示は、当第 1四半期より実施しております。
③　 連結財務諸表の作成に当たっては、すべての子会社を連結の範囲に含めております。
 RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD.、RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.、
 ㈱アール・ケイ・トラック、良品計画（香港）有限公司、珠海保税区良品計画倉儲有限公司、
 RYOHIN KEIKAKU U.S.A.,LTD.、ムジ･ネット㈱
④　 記載金額は百万円未満切捨てて表示しております。

２． 連結業績の概況（平成 12年 3月 1日～平成 12年 5月 31日）

当該四半期の概況につきましては、国内では大型店戦略の第１号店である「プラッツ近鉄」を含

んで５店舗を新設し、７店舗を増床、１店舗を閉店するなど前期に引き続き店舗の大型化及び標準

化を積極的に推し進め店頭ビジネスの拡充を図りました。海外の子会社におきましても英国で２店

舗新設し１店舗を閉店しました。その結果、国内外の直営店舗は合計１０６店舗（日本国８８店舗、

英国１４店舗、仏国４店舗）となりました。

さらに日本では、東日本キヨスク株式会社との業務提携による「無印良品ｃｏｍ ＫＩＯＳＫ」が
１店舗新設されて合計９店舗となり、着実に新業態店舗が拡大しております。

しかしながら、小売業界を取り巻く環境は依然として厳しく、当社売上高（個別）も３３４億５

４百万円・対前年比１０７．２％と二桁の伸びを確保することができませんでした。

また、海外販売子会社におきましては、英国で対前期比１２８．８％、仏国で同比３０４．９％

になりました。

収益面におきましては、全般的に経費の見直しを実施し、コスト構造の改革に努めました。

これらの結果、当該四半期の連結営業収益は３４２億３９百万円、経常利益は４９億３百万円、

第１四半期利益は２７億４３百万円となりました。
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３． 連結業績の見通し（平成 12年 3月 1日～平成 12年 8月 31日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期
百万円

59,000
百万円

7,366
百万円

 3,541

小売業界につきましては、今後とも企業間競争が激化し、厳しい経営環境が続くものと考えられ

ます。当社としては、引き続き確かな品質と合理的な価格を提供し、お客様のより一層の信頼を得

て、売上の維持を図ってまいります。

一方、第２四半期におきましても、第１四半期と同様に店舗の大型化及び標準化を推し進めるた

めに、積極的な出店及び増床を予定しております。

欧州につきましては、店舗の販売力強化及び物流システムの効率向上を推進し、「ＭＵＪＩ」の

ブランドの定着を図り、更なる収益改善を見込んでおります。

しかし、現経営環境下では、前公表値の営業収益を確保することは難しく４８億４７百万円減の

５９０億円を見込んでおります。

利益につきましては、より一層の経費削減を推進し、前公表値の通り、経常利益７３億６６百万

円、当期純利益３５億４１百万円を予定しております。
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４．連結売上高の状況（平成１２年３月１日～平成１２年５月３１日）
①商品別売上高状況

平成 12年 2月期
第 1四半期（前年同期）

平成 13年 2月期
第 1四半期（当四半期）

平成 12年 2月期
前期（通期）

           期　　　別

商   品   別
売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

対前年

増減率
売 上 高 構成比

衣 服 ・ 雑 貨

百万円

－

％

－

百万円

11,155
％

32.6 －

百万円

40,228
％

37.7

生 活 雑 貨 － － 19,880 58.1 － 55,604 52.1

食 品 － － 2,989 8.7 － 10,324 9.7

そ の 他 － － 177 0.6 － 530 0.5

合 計 － － 34,203 100.0 － 106,688 100.0

②形態別売上高状況

平成 12年 2月期
第 1四半期（前年同期）

平成 13年 2月期
第 1四半期（当四半期）

平成 12年 2月期
前期（通期）

　　　　　期　　　別

形　態　別
売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

対前年

増減率
売 上 高

構 成

比

日 本
百万円

－

％

－

百万円

18,807
％

55.0 －

百万円

54,605
％

51.2

イ ギ リ ス － － 679 2.0 － 2,634 2.5

フ ラ ン ス － － 187 0.5 － 612 0.6

直 　営 店 計 － － 19,674 57.5 － 57,852 54.3

西 友 － － 3,768 11.0 － 12,345 11.6

西武百貨店グループ － － 2,065 6.0 － 7,155 6.7

セゾングループ以外 － － 8,677 25.4 － 29,302 27.4

供 　給 先 計 － － 14,511 42.4 － 48,804 45.7

そ      の 他 － － 17 0.1 － 32 0.0

合 　　　　　　計 － － 34,203 100.0 － 106,688 100.0

③地域別売上高状況

平成 12年 2月期
第 1四半期（前年同期）

平成 13年 2月期
第 1四半期（当四半期）

平成 12年 2月期
前期（通期）

　　　　　期　　　別

地　域　別
店 売 上 高 構成比 店 売 上 高 構成比

対前年

増減率
店 売 上 高 構成比

北 海 道 －

百万円

－

％

－ 1
百万円

262
％

1.4 － 1
百万円

928
％

1.6

東 北 － － － 3 590 3.0 － 3 1,300 2.2

関 東 － － － 48 10,671 54.2 － 52 32,954 57.0

甲 信 越 － － － 4 488 2.5 － 5 1,620 2.8

東 海 － － － 11 1,591 8.1 － 11 5,554 9.6

近 畿 － － － 17 3,250 16.5 － 14 6,737 11.6

中 国 ・ 九 州 － － － 7 1,952 9.9 － 6 5,508 9.5

国    内　　　　　計 － － － 91 18,807 95.6 － 92 54,605 94.3

イ ギ リ ス － － － 15 679 3.4 － 13 2,634 4.6

フ ラ ン ス － － － 4 187 1.0 － 4 612 1.1

海 　外　　　　　計 － － － 19 866 4.4 － 17 3,246 5.7

合            　　　計 － － － 110 19,674 100.0 － 109 57,852 100.0
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５．連結財務諸表（平成１２年３月１日～平成１２年５月３１日）

①連結貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（単位: 百万円）

前 年 同 期 当 四 半 期 前期（通期） 前 年 同 期 当 四 半 期 前期（通期）

平成 11年 5月 平成 12年 5月 平成 12年 2月 平成 11年 5月 平成 12年 5月 平成 12年 2月

期 別

科      目 31 日   現在 31 日   現在 29 日   現在

期 別

科      目 31 日   現在 31 日   現在 29 日   現在

（  資　産　の　部  ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

　現 金 及 び 預 金 － ２ ,２９４ ４ ,２４２ 　 支 払 手 形
　 受 取 手 形 及び買掛金 － ７ ,１２３ ６ ,２３２

及び売掛金 － ３ ,９１８ ３ ,６６２ 　短 期 借 入 金 － ２６０ ３９９

　有 価 証 券 － １ ,３３２ ２ ,５３８ 　未 払 法 人 税 等 － ２ ,１６０ ４ ,０６２
　た な 卸 資 産 － １１ ,０８６ １０ ,８６２ 　未 払 費 用 － ２ ,２４６ ２ ,６１３
　繰 延 税 金 資 産 － ４７９ ５５７ 　賞 与 引 当 金 － ３９６ ２１５

　そ の 他 － ５ ,３１４ ３ ,１９５ 　そ の 他 － １ ,９７０ １ ,７９６

　貸 倒 引 当 金 － △      ３１ △      ３６ 流 動 負 債 計 － １４ ,１５６ １５ ,３１９

流 動 資 産 計 － ２４ ,３９３ ２５ ,０２２

固 定 負 債

固 定 資 産 　 退 職 給 与 引 当 金 － １ ,４０８ １ ,４５８
有 形 固 定 資 産 　役 員 退 職 　　　

　 建 物 及 び 構 築 物 － ６ ,６６３ ６ ,０７７ 　   　 慰 労 引 当 金 － ２１４ ２２４

　機械装置及び運搬

具

－ ７９９ ８４０ 　そ の 他 － １９４ １８９

　工具器具及び備品 － ３ ,３２３ ２ ,８７０ 固 定 負 債 計 － １ ,８１８ １ ,８７２

　土 地 － ３８１ ３８１

　建 設 仮 勘 定 － １５９ １２２ 負 債 合 計 － １５ ,９７５ １７ ,１９１

有形固定資産計 － １１ ,３２７ １０ ,２９１

（ 少 数 株 主 持 分 ）

無 形 固 定 資 産

　ソ フ ト ウ ェ ア － １ ,５９４ － 少 数 株 主 持 分 － － １

借 地 権 － １ ,６８４ １ ,７０７
そ の 他 － ７３ ７７

無形固定資産計 － ３ ,３５２ １ ,７８５

投資その他の資産

　投 資 有 価 証 券 － ３３８ ３３８

　差 入 保 証 金 － ５ ,７３１ ５ ,６７３ （ 資 本 の 部 ）
　敷 金 － ５ ,３６４ ５ ,０１２   資 本 金 － ６ ,７６６ ６ ,７６６
　繰 延 税 金 資 産 － ９４１ ９６９   資 本 準 備 金 － １０ ,０７５ １０ ,０７５
　そ の 他 － １ ,１０３ ２ ,５９５   連 結 剰 余 金 － １９ ,９６９ １７ ,８１６

投資その他の資産計 － １３ ,４７８ １４ ,５８９ 計 － ３６ ,８１１ ３４ ,６５８

  自 己 株 式 － △      １４ △      １０

固 定 資 産 計 － ２８ ,１５９ ２６ ,６６６ 資 本 合 計 － ３６ ,７９６ ３４ ,６４８

為 替 換 算 調 整 勘 定 － ２１８ １５０

負債・少数株主持分

資 産 合 計 － ５２ ,７７１ ５１ ,８４０ 及び資本合計 － ５２ ,７７１ ５１ ,８４０

（注）自社利用のソフトウェアについては、前期まで投資その他の資産の「その他」にて表示しておりましたが、当期より無形固

定資産の「ソフトウェア」に変更いたしました。なお、減価償却の方法につきましては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
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②連結損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　           　 （単位: 百万円）

前 年 同 期 当 四 半 期 前 期 （ 通 期 ）

自　平成１１年３月　１日 自　平成１２年３月　１日 自　平成１１年３月　１日

至　平成１１年５月３１日 至　平成１２年５月３１日 至　平成１２年２月２９日

            　　　　　       　　　　　
期 別

          　　　             　　　　　

科 目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

（ 経 常 損 益 の 部 ） 　　％           　　 　　　％           　　 ％

営 業 損 益 の 部 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

営 業 収 益 － － （３４ ,２３９）１００．０（１０６ ,９５９）１００．０

売 上 高 － － ３４ ,２０３ １０６ ,６８８

そ の 他 の 営 業 収 入 － － ３５ ２７０

営 業 費 用 － － （２９ ,２６１） ８５．５ （９３ ,５２１） ８７．４

売 上 原 価 － － １９ ,５２８ ６１ ,３７６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 － － ９ ,７３２ ３２ ,１４５

営 業 利 益 － － ４ ,９７７ １４．５ １３ ,４３７ １２．６

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 － － １６ ０．０ ９２ ０．１

営 業 外 費 用 － － ９０ ０．２ １６９ ０．２

経 常 利 益 － － ４ ,９０３ １４．３ １３ ,３６０ １２．５

（ 特 別 損 益 の 部 ） 　　　　

特 別 利 益 － － ３ ０．０ ２５ 　　０．０

特 別 損 失 － － １５ ０．０ ２ ,０２０ 　　１．９

税 金 等 調 整 前 第 １ 四 半 期

         （ 当 期 ） 純 利 益 － － ４ ,８９１ １４．３ １１ ,３６５ １０．６

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 － － ２ ,１４５ ６．３ ６ ,４１５ ６．０

法 人 税 等 調 整 額 － － － － ９２９ ０．９

少 数 株 主 利 益 － － １ ０．０ － －

第 １ 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 － － ２ ,７４３ ８．０ ５ ,８７９ ５．５

（注）当四半期の税効果については簡便法にて算出しております。よって、「法人税等調整額」は「法人税、住民税及び事業税」と一括して

記載しております。
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③連結剰余金計算書
　　　　　 （単位: 百万円）

前 年 同 期 当 四 半 期 前 期 （ 通 期 ）

自　平成 11年３月  1日 自　平成 12年３月  1日 自　平成 11年３月  1日

期 別

科           目
至　平成 11年５月 31日 至　平成 12年５月 31日 至　平成 12年２月 29日

Ⅰ   連  結  剰  余  金  期  首  残  高 － １７ ,８１６ １２ ,７６５

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高 － １７ ,８１６ １２ ,００３

利 益 準 備 金 期 首 残 高 － － １６４

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － ５９７

Ⅱ   連  結  剰  余  金  減  少  高 － ５９１ ８２９

配 当 金 － ５６１ ７７２

役 員 賞 与 － ２９ ５７

（う  ち  監  査  役  賞  与） － （２） （７）

Ⅲ  当   期   純   利   益 － ２ ,７４３ ５ ,８７９

Ⅳ  連 結 剰 余 金 期 末 残 高 － １９ ,９６９ １７ ,８１６
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